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重点プロジェクト １ 人材誘導・人材育成・起業支援 主管 産業振興課・金融政策課

プロジェクトの柱
◇産業振興に向けた人材の誘導

◇生産現場における生産技術力の強化及び中・高生人材育成の充実

◇起業支援の充実

関
係
課

農業課、商業・市街地活性課、

観光課、工業課

高速交通網を見据えた視点
・人材サイクルの構築

・移住・定住・二地域居住

・広域ネットワーク

関
連
部
局

市民協働環境部、健康福祉部、

教育委員会

【プロジェクトを取り巻く状況】

１ 管内の有効求人倍率は１倍を超え改善傾向にあるが、製造業を中心に受注は不安定な状況にあり、企業の先行きの不透明

な状況は依然として続いている。そのため産業振興により生活の基盤となる就労の場を確保する必要がある。

２ 大学等卒業後の U ターン就職は約 4割にとどまる。その一方で専門・技術職の不足や農業の担い手不足、商店街の後継者

不足など、各産業分野において中核となる人材の確保と育成の充実が課題となっている。

３ 少子高齢化に伴う労働人口の減少や事業所数の減少が続く中、地域経済の活性化には、起業や新事業の創出が不可欠であ

る。事業化に向けた起業家のチャレンジを支援する体制を強化していく必要がある。

関
係
機
関
・
団
体
等

飯田コアカレッジ

飯田商工会議所

飯田職業安定協会

飯田女子短期大学

飯田下伊那各高等学校

長野県飯田技術専門校

ハローワーク飯田

飯伊地域包括医療協議会

南信州・飯田産業センター

大学職業指導研究会第４分科会

飯田市金融団

長野県信用保証協会

長野県中小企業振興センター

日本政策金融公庫
プロジェクトの戦略

１ 現状と評価

（１）「結いターンキャリアデザイン室」では人材誘導事業を実施し、９年間で 476 人が U・Iターンした。しかし、学生の就

職活動における雇用のミスマッチ、地域産業が求める専門の技術職の不足等の課題がある。

（２）人材育成は、工業分野において初・中級者向けに「飯田産業技術大学」、上級者向けに「ものづくり高度人材育成事業」

に取り組み、平成 18 年の開講以来延べ 10,000 人が受講し、企業の技術力向上につながっている。農業、商業等のそれぞ

れの分野においても、本人の希望やレベルに応じた基礎知識や技術を習得するための講座等を開催している。

（３）地域経済の持続的発展のためには、社会や経済に変革をもたらし、新たな成長の原動力となる起業や新事業の創出は不

可欠である。革新的な技術等により経済成長を牽引する起業家を発掘し、支援していく必要がある。

＜これまでの取組＞

・雇用対策事業【施策 11】

学生等のＵＩターン就職支援

・起業家育成支援事業【施策 13】

・人材誘導事業【施策 13】

ＵＩターン者人材バンク制度

・飯田産業技術大学事業【施策 12】

・ものづくり高度人材育成事業【施策 12】
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２ 方針

（１）雇用のミスマッチ解消のため相談体制の充実を図り、地域産業が求める高齢者や女性も含めた人材の誘導・確保に向け

た取組を進める。

（２）他部署と連携した人材誘導策を検討する体制を構築する。

（３）分野別、階層別に専門的な人材育成を行うことにより、地域内における人材の集積と技術・知識の向上につなげる。

（４）起業を促進し、地域経済の活性化と持続的発展を図る。

・次世代を担う産業人材育成事業【施策 12】

＜２０１５の主な事業＞

・雇用対策事業【施策 11】

学生等のＵＩターン就職支援

（学生就職活動ミスマッチ解消）

（理工系大学生獲得支援）

（高校進路指導支援）

・飯田産業技術大学事業【施策 12】

・ものづくり高度人材育成事業【施策 12】

・次世代を担う産業人材育成事業【施策 12】

・意欲ある農業者支援事業【施策 12】

・起業家育成支援事業【施策 13】

＜関連事業＞

・高校生の企業見学（飯田職業安定協会）

・技能検定養成講座（飯田商工会議所）

・地域企業人材共同育成事業（経済産業省）

・事業創生人材育成事業（総合政策部）

３ 実現方法

（１）Ｕ・Ｉターン者を対象とした求人情報の収集・提供、人材バンク制度による就業のあっせん、就職ガイダンス開催によ

る大学生等への地元企業就職支援等により、地域産業が求める人材の確保に取り組む。

（２）まち・ひと・しごと創生長期ビジョン・総合戦略に基づく施策や空き家バンク、地域おこし協力隊の活用など、他部署

と連携した人材誘導策を検討する体制を構築する。

（３）分野別、階層別に専門的な人材を育成するため、次の事業を行う。

ア 地域産業の将来を担う地元高校生を対象とした事業

(ｱ) 進学する学生に飯田市や地元企業の魅力、展望等を知ってもらう機会を設け、卒業後一旦は飯田を離れてもいずれ

はこの地域に戻って働く「人材サイクルの構築」を目指す。

(ｲ) 就職する学生に自己分析、企業研究、社会人に求められる基礎能力などを学んでもらう機会を設け、就職先での定

着率向上とこの地域の将来の産業づくりのための「デザイン思考ができる人材」を育てる。

イ 一般を対象とした各分野での事業

(ｱ) 工業分野では、初級・中級者・上級者向けの飯田産業技術大学、ものづくり高度人材育成及び航空宇宙分野におけ

る製造現場強化のための生産技術者を育成する。

(ｲ) 農業分野では、農業経営に必要な知識を学ぶ講座の開催など新規就農者を支援する。

(ｳ) 商業分野では、商業経営の支援につながる取組を継続する。

（４）起業講座、起業相談、制度資金、補助制度等により、起業家を育成し、支援する。また、特色ある有望な事業プランを

持つ起業家を発掘し、起業家のチャレンジを支援する。さらに関係機関との連携を強化し、起業支援体制を充実させ、地

域資源を活かした事業展開やビジネスプランの事業化を支援する。
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重点プロジェクト ２ 異産業連携による地域資源の活用・創造 主管 農業課・工業課

プロジェクトの柱
◇メディカルバイオ＆食品産業クラスターの推進

◇農商工連携・６次産業化の推進

◇遊休農地等を活用した地域特産品の創出

関
係
課

林務課、商業・市街地活性課、

観光課

高速交通網を見据えた視点
・健康・医療・介護 ・食品

・農産物のブランド化（グローカルブランド） ・環境

・農商工連携・6 次産業化の取組 ・内外の新市場展開

関
連
部
局

市民協働環境部、健康福祉部、

市立病院

【プロジェクトを取り巻く状況】

１ 人口減少や少子高齢化による人口構成の変化、不況後の市場・経済構造の変化などにより、地域産品をめぐる需要

構造は大きな転換期を迎えている。縮小気味の需要構造に対して、新しい需要・新しい市場の掘り起こしが必要とな

っている。

２ 地域資源を活用した新たな価値を生み出す６次産業化の取組が求められている。

３ 地域が一体となって外貨を獲得する動きが全国的に活発化しており地域間競争は激しさを増している。当地域も異

産業連携による高付加価値の地域産品・製品づくりが求められている。

４ 国の生産調整補助金見直しを踏まえ、原価を意識した農作物づくりが求められ、製造業者と農業者との新たな連携

が必要である。

５ 健康寿命の延伸は、日本の新たな成長戦略の１つにも掲げられ、最先端医療・介護分野への関心が高まっている。

当地域も健康医療分野をテーマとして新たな産業を創出する機運が高まっている。

６ 食品業界においても少子高齢化による国内市場の縮小、原料調達リスクの高まり等取り巻く環境は厳しくなってい

る。

関
係
機
関
・
団
体
等

飯田市農業振興センター

飯田商工会議所

飯田女子短期大学

伊那谷アグリイノベーション推

進機構

ＮＰＯ法人みどりの風

下伊那園芸農業協同組合

信州メディカル振興会

つぶほまれ栽培・加工研究会

長野県次世代ヘルスケア産業協

議会

南信州・飯田産業センター

みなみ信州農業協同組合

南信州ブランド推進協議会
プロジェクトの戦略

１ 現状と評価

・ 縮小傾向の需要構造に対して、新しい需要・新しい市場の掘り起こしが必要であり、地域資源を活用した新たな

価値を生み出す６次産業化や、医工連携、医農連携、農工連携等の多様な主体の連携により、民間企業、大学、県、

市町村、関係団体等各界各層が一体となり、健康長寿社会を支える新たな地域産業を生み出す必要がある。

・ 食品関連の中核企業の連携を軸として、地場産業の底上げを図り、医療・福祉・農業・観光・教育との融合によ

る南信州型食品産業モデルの構築が必要である。

・ 地域内の豊富な水資源を活用したマイクロ水力発電システムの研究が進められているが、設置する条件の違いか

ら課題も多く、事業化しにくい状況となっている。

・ 国による推進支援事業によって、農業生産法人を設立し６次産業化への展開が進んでいる。６次産業化の認定事

＜これまでの取組＞

・地域産品ブランド化事業【施策１３】

・６次産業化推進事業【施策１３】

・豆そばによる遊休農地活用事業【施策１１】

・飯田メディカルバイオクラスターの発足

（2012 年 4 月）

・食品産業クラスターの発足（2014 年 6 月)
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業者となった法人が新たに施設を建設し、地域の農家と連携して直売所や農家レストランの経営を開始する動きも

出始め、引き続き地域農業と一体となった支援が必要である。

・ 国内外の新しい市場に向けた農商工連携による取組として、産官学が一体となってブランド構築に取り組むこと

を目的に設立された大豆の「つぶほまれ栽培・加工研究会」を中心として、栽培・加工・販売の連携が進んでいる。

・ 農産物の出荷だけでなく、６次産業化による付加価値をつけ、高価格販売を実施するなど多角的な経営方法への

支援が必要である。

・ 中山間地域の農業の担い手が不足する中、農地の遊休化を抑制するためには農産物の付加価値を高めた地域特産

品の開発など地域農業への支援が必要である。

＜２０１５年の主な事業＞

・６次産業化推進事業【施策１３】

・豆そばによる遊休農地活用事業【施策１１】

・地域産品ブランド化事業【施策 13】

・新産業クラスター事業【施策 13】

・三遠南信・広域連携事業【施策 13】

・地場産業等振興事業【施策 12】

＜関連事業＞

・農業振興センター事業

・信州メディカル振興会（長野テクノ財団）

・長野県次世代ヘルスケア産業協議会（長野県）

２ 方針

（１）医療・介護関係団体と産業界が連携して、飯田メディカルバイオクラスターの医療機器系・食品系分科会を積極

的に展開し、現場のニーズ等情報収集しながら地域の知財を生かした新たな製品・産業の創出を目指す。

（２）食品関連分野の企業が中心となり、農業・観光分野と連携し、情報収集をしながら食品産業のクラスター形成を

目指す。

（３）マイクロ水力発電システムの実用化に向けた開発及び販路開拓を支援する。

（４）農家、農業生産法人が自ら６次産業化する取組について、県や国の関係機関との連絡も密に行う中、認定事業者

取得や補助事業の推進を積極的に支援する。

（５）農商工連携による新たな需要と新たな市場の開拓と拡大を進めるとともに、異産業連携の強化により、ブランド

価値を高める取組を行う。

（６）省力化した栽培管理と安定した収量確保が可能となる品種の選定や、地域の特性を生かした特産物の開発・普及

への取組を進める意欲ある農業者や地域農業に対して支援し、農産物の生産拡大を図る。

３ 実現方法

（１）メディカルバイオクラスターの形成支援

ア 専門コーディネーターやアドバイザーを活用し、医療機器系・食品系分科会の活動を支援する。

イ 信州メディカル振興会、長野県次世代ヘルスケア産業協議会（新規）への参加

（２）食品産業クラスターの形成をめざし、３つの分科会（フードファクトリーパーク・原材料調達等・人材育成）の

活動を支援する。

（３）国や県の担当者を含めた庁内プロジェクトでの情報交換を行い、６次産業化の実現方法を検討し、設備補助等の

支援を実施する。

（４）遊休農地を活用した農産物栽培の支援と食品加工事業者と連携した農産物加工品の新製品開発を支援する。

（５）農業改良普及センターや関連組織と連携し、品種・栽培の研究や普及を推進し、栽培管理の省力化を図るための

機械利用による生産を支援する。

（６）地区農業振興会議を中心とした集落営農活動への支援を通じて、地域特産品の開発・ブランド力向上に取り組む。
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重点プロジェクト ３ ブランド力の向上、いいだファンの拡大 主管 観光課 

プロジェクトの柱 
◇飯田のファンづくり・情報発信  

◇首都圏での情報を発信するための拠点づくり 

◇地域特産品のブランド力向上  

関
係
課 

産業振興課、農業課、林務課、

商業・市街地活性課、工業課 

高速交通網を見据えた視点 

・飯田型ツーリズム             

・農産物のブランド化（グローカルブランド） 

・広域ネットワーク 

・域産域消 

関
連
部
局 

リニア推進部、市民協働環境部、

市長公室 

【プロジェクトを取り巻く状況】 

１ 情報化社会の進展により、全国各地域・自治体・民間事業者を含めた地域イメージや特産品等のブランド力の向上

を目指した取組が活発に行われていることから、地域間・産地間の競争がますます激しくなってきている。長野県で

は信州ブランド推進の一環で、平成 26 年 10 月、信州首都圏総合活動拠点“銀座 NAGANO”をオープンし、信州と

の関わりを持つコアな信州ファンを増やす取組を進めている。 
２ 観光分野では、全国的に有名な観光地・観光素材を有する県内他地域と違い、地域イメージを都市圏に周知するま

でには至っていない。農業分野では、広い耕地を利用した大規模経営が困難な地域であり、農地を有効に活用し消費

者ニーズに合致した高付加価値農産物による地域ブランドの構築が求められている。 
３ リニア中央新幹線の開業を見据えながら、地域特産品のブランド力の向上や飯田のファン拡大を目指した取組が必

要である。 

４ 人口構造の変化や市場・経済の動向により、観光や地域産品をめぐる需要形態にも大きな変化が生じてきており、

本物志向の意識の高まりもあって、それらのニーズに対応した観光資源等の磨き上げや市場の掘り起こしが必要とさ

れている。 

５ 平成 27 年度は七年に一度の「元善光寺御開帳」と「飯田お練りまつり」が行われる特別な年となることから、この

機会を絶好のチャンスと捉え、多くの観光客を呼び込んで継続的な誘客につなげることで、飯田のファンの拡大が期

待できる。 

関
係
機
関
・
団
体
等 

飯田観光協会 
飯田商工会議所 
南信州・飯田産業センター 
下伊那園芸農業協同組合 
飯田市農業振興センター 

南信州観光公社 
飯田市上村振興公社 
飯田市南信濃振興公社 
南信州広域連合 
みなみ信州農業協同組合 
南信州ブランド推進協議会 

プロジェクトの戦略 

１ 現状と評価 

（１）消費者からは、自然景観や文化などの飯田の魅力とともに、農産物が生産される環境や生産者の想いを含めた産

地情報が求められる時代であり、地域情報の発信を進めつつ産地と消費者を結ぶ仕組みづくりが必要である。 
（２）リニア中央新幹線の起点である品川エリアをはじめ首都圏との交流推進に向けて、観光を軸に農業など産業に関

するＰＲ活動による情報発信に取り組む拠点づくりを進め、行政をはじめ商店街業者、まちづくり事業者、メディ

ア等との結びつきの強化が求められる。 

＜これまでの取組＞ 
・地域産品ブランド化事業【施策１３】 

・ツーリズム連携による地域農産物ファン創出

事業【施策１３】 

＜２０１５の主な事業＞ 

・観光誘客宣伝事業 【施策１２】 
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（３）地域特産品の新たな市場への展開には、商品の付加価値を向上させ認知度を高めながら、地域産品をＰＲしブラ

ンド力を高めていく取組が必要である。また、地域内の循環の仕組みを整えながら、消費者と生産者を結ぶ取組が

求められている。 

（４）南信州観光公社と連携した産地ツアー等の観光分野との連携した取組が進みつつある。地元農畜産物について、

生産者・食品事業者、飲食店等と連携した取組により、地域内での流通消費が進んでいる。リニア中央新幹線の開

業や三遠南信自動車道の全線開通による新交通網時代の到来を見据え、特徴的な農産物を活用した「物語」のある

魅力発信により、「飯田のファンづくり」を進め、農産物の高付加価値販売や産地誘客による消費拡大に繋げていく

必要がある。 

（５）「南信州売ってみまいか市」や「飯田水引コンテスト」等のイベント開催により地場産品の魅力をＰＲする取組を

行なっているが、主体となるべき事業者が新たにチャレンジするという意欲を更に高める必要がある。

・地域産品ブランド化事業【施策１３】 

・品川区との交流事業【施策１２】 

・観光まつり振興事業【施策１３】 

・ツーリズム連携による地域農産物ファン創出

事業【施策１３】 

＜関連事業＞ 

・農業振興センター事業 

・南信州広域連合の関連事業 

・南信州観光公社の関連事業

２ 方針 

（１）首都圏における農産物を中心とした物産展の実施や信州首都圏総合活動拠点“銀座 NAGANO”を活用したキャンペ

ーンによる飯田の魅力や産地情報の発信、「物語」のある美味しい農産物の提供、観光と農業が連携した産地ツアー

の実施等々、「飯田のファンづくり」の取組を継続・強化する。また、農産物の高付加価値販売や産地誘客による消

費拡大につなげていく取組を引き続き進める。 

（２）首都圏との交流事業により都市間連携の基盤強化を進める。また、広域的な連携による観光情報の発信、誘客促

進を進める。 

（３）元善光寺御開帳や飯田お練りまつりに訪れた全国の観光客に対して積極的なＰＲ活動を行い「飯田のファン」を

増やしていく。 

（４）ブランド力向上に向けてチャレンジ意欲のある事業者及びグループが行う事業を優先的に支援する。 

３ 実現方法 

（１）産業経済部の「飯田のファンづくりプロジェクト」を中心に、リニア推進課、広報情報課及び南信州広域連合等

が連携する共創の場を設けてブランド力の向上に取り組む中で、信州首都圏総合活動拠点“銀座 NAGANO”を継続的

に活用した飯田の認知度を上げるキャンペーン活動を進める。また、南信州サポーターとの協働を図り、首都圏の

若者への情報発信や人的交流イベントを実施し、ファンづくりを進める。 

（２）品川エリアに飯田市の観光関連情報を発信する首都圏への前線拠点を置く。具体的には、複数の商店街での物産

展の継続開催や情報発信カフェへの参入、ケーブルテレビ品川と連携した映像制作・番組放映により、飯田市を中

心とした南信州を知ってもらい、首都圏在住者との交流ツアー実施へとつなげる。 

（３）特徴的な農産物や農のある風景などを中心に飯田の魅力を発信する「いいだファンクラブ」サイトの運営や、生

産者、食品事業者、飲食店等と連携した域産域消の推進、都市消費者の新たなニーズに着目した産地ツアーの実施

などに取り組む。 

（４）元善光寺御開帳や飯田お練りまつりについては、飯田観光協会と連携した事前ＰＲや開催期間中の臨時観光案内

所の設置など集中的なキャンペーンを展開し、来訪者を一点通過型から市内周遊型観光へと誘導する。 

（５）皮革や食品関連等の事業者が新たなグループを作り新しい事業に挑戦することに対する支援を行う。 
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重点プロジェクト ４ 連携・共同・統合による産業集積の創造 主管 工業課 

プロジェクトの柱 
◇航空宇宙産業クラスターの形成支援

◇産業集積を加速させるための企業誘致の推進

◇産業集積に向けた事業環境の整備

関
係
課

農業課、林務課、金融政策課 

高速交通網を見据えた視点 
・航空宇宙

・広域ネットワーク

・エネルギーの安定供給

関
連
部
局

総務部、総合政策部、市民協働

環境部、建設部、上下水道局、

危機管理室、教育委員会 

【プロジェクトを取り巻く状況】

１ 地域経済においては、経済情勢の変化に柔軟かつ迅速に対応しながら、地域や企業の強みを活かしたイノベーションを促

進し、競争力を高め、併せて経営基盤の強化や人材育成を進め、地域産業を力強く発展させていく必要がある。 

２ 当地域は日本の航空機産業の中心である中京圏に近く、中核となる企業も存在し、精密加工技術の集積地である。

３ 航空機産業は、ボーイング７８７の量産、MRJ の開発、小型ジェット機の需要増加等が見込まれており、次世代の成長

産業として将来性がある。拠点工場の完成や国際戦略総合特区「アジア№1 航空宇宙産業クラスター形成特区」に飯田下伊

那地域 34 事業所がエリア指定を受ける等、地域内外から注目されつつある。 
４ 集積化を進める上で、新産業団地の整備、試験設備の拡充、優遇制度の拡充等の事業環境の充実が喫緊の課題となってい

る。

関
係
機
関
・
団
体
等

アジア№１航空宇宙産業クラス

ター形成特区推進協議会

飯田市金融団

飯田商工会議所

三遠南信クラスター推進会議

三遠南信地域連携ビジョン推進

会議（SENA） 
信州大学

製造業者が組織する団体

長野県テクノ財団

長野県中小企業振興センター

南信州・飯田産業センター

南信州産業活性化協議会
プロジェクトの戦略 

１ 現状と評価 

（１）国内産業の空洞化が深刻となる中、当地域の製造業を今後も持続可能とするために、航空宇宙産業クラスターの取組を

先例とし地域内外の連携・共同・統合により付加価値の高い産業集積を進める必要がある。 

（２）航空宇宙産業については、航空宇宙産業クラスター拠点工場の整備により地域内一貫生産体制の構築やアジア№1 航空

宇宙産業クラスター形成特区の指定も受け事業環境も整いつつある。しかしながら、航空宇宙産業の集積を加速するため

には外部の力を取り込む必要があり、広域連携の活用と関連企業の誘致が今後のカギとなる。 

（３）既存企業のほとんどが中小企業であり、新たな産業へのチャレンジには時間を要する。生産技術・生産管理能力の強化

や一貫生産体制構築のための中核企業の育成が喫緊の課題となっており、専門家等の配置による継続的な支援が必要であ

る。 

＜これまでの取組＞ 

・航空宇宙プロジェクトの発足（2006
年 5 月） 

・アジア№１航空宇宙産業クラスター形

成特区の指定（2014 年 6 月） 
・航空宇宙産業クラスター拠点工場竣工

（2014 年 10 月） 
・飯田市地域企業立地促進等事業費補助

金の拡充（2014 年 10 月） 
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２ 方針 

（１）航空宇宙関連の中核企業の育成を図りながら、拠点工場を活かして一貫生産・受注体制の強化を図る。 

（２）国際戦略特区に加わり航空宇宙産業の集積化を目指していること、航空宇宙産業クラスター拠点工場の存在を広域ネ

ットワークの活用により広くＰＲし、関連企業の誘致を図る。 

（３）産業集積化に必要となる事業環境の整備（三遠南信自動車道の整備を見据えた新ＩＣ周辺に分譲可能な産業団地整備の 

ための準備、特区に関連して飯田市独自支援措置の新設、研究機関の設置等）について国・県と連携しながら計画的に進 

める。 

（４）リニアの時代を見据える中で、これまで積み上げてきた知と産業の集積に向けた拠点づくりの取組を進める。 

・産業用地の整備及び管理

・企業の誘致活動

・企業要望に応じたインフラ整備

＜２０１５の主な事業＞

・新産業クラスター事業【施策 13】 
・三遠南信・広域連携事業【施策 13】 
・地場産業等振興事業【施策 12】 
・ビジネスネットワーク受注開拓事業

【施策 12】 
・技術交流促進事業【施策 12】 
・企業誘致推進事業【施策 13】 
・産業活性化懇話会開催事業【施策 13】 
・企業立地促進事業【施策 13】 
・産業用地整備事業【施策 11】 
＜関連事業＞

・飯田市地域企業立地促進等事業費補助

金

・アジア№１航空宇宙産業クラスター形

成特区

・南信州産業活性化協議会（広域連合) 
・地域活性化モデルケース（内閣官房及

び内閣府）

・戦略的航空機産業集積ネットワーク形

成事業（経済産業省）

・地域オープンイノベーション促進事業

（経済産業省）

３ 実現方法 

（１）航空宇宙産業クラスター形成を支援する。 

ア 中核企業を中心に共同一貫生産・受注体制の構築及び販路開拓を支援する。 

イ クラスター拠点工場(熱処理棟、表面処理棟)の運営を支援する。 

ウ 専門コーディネーターによる生産技術者を育成する。 

エ アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区による優遇制度等を拡充する。 

（２）産業集積化を加速するために企業誘致活動を推進する。 

ア 航空宇宙分野関連企業の誘致活動を強化する。 

 イ 頭脳活用（IT 等）、地域風土密着（食品等）分野の誘致活動を進める。 

（３）産業集積化に向けて事業環境を整備する。 

ア 新たな産業団地の整備に向け、詳細設計、道路詳細設計、用地測量等関連する調査を実施する。 

イ 集積化に向けて必要となる試験検査機器拡充の検討と航空機システム試験場設置に向けた調査研究を進める。 

ウ エネルギー（ＬＮＧ等）の安定供給に向けた調査研究を進める。 

（４）（公財）南信州・飯田産業センターの機能拡充及び旧飯田工業高校への移転に向けた検討を進める。 
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重点プロジェクト ５ 新たな担い手による農地の有効活用と生産基盤の強化 主管 農業課・農業委員会

プロジェクトの柱

◇担い手確保による農地の保全と有効活用の推進

◇市田柿の生産基盤強化、将来的な購買層へのブランド推進

◇省力化と生産性向上の推進

◇野生鳥獣被害対策の強化推進

関
係
課

林務課

高速交通網を見据えた視点
・農産物のブランド化（グローカルブランド）

・内外の新市場展開

関
連
部
局

市民協働環境部

【プロジェクトを取り巻く状況】
１ 生鮮食料品の消費減退、輸入農産物の増加、流通構造の変化等の中で、農産物の流通販売環境は益々厳しい状況にある。ま

た、原発事故により農産物の信認も大きく低下し、食糧の安定供給の必要性が再認識されている。

２ 高齢化や農家所得の減少という状況のなか、農業の担い手の減少や後継者不足、農地の遊休化が大きな課題であり、農産物

の生産量の減少や産地としての生産機能の低下が危惧される非常に厳しい状況にある。また、野生鳥獣による農林業被害は深

刻化している。中山間地域や里山に近い集落では農家の営農意欲が失われ集落を維持していく上で重大な支障となっている。

３ 従来のように農産物を出荷するだけでは利益を得ることが難しく、結果として新たな担い手の育成が困難な状況である。

４ ＴＰＰ交渉参加や米の生産調整、経営所得安定対策や日本型直接支払制度、農地中間管理事業の創設など、国の農業の根

幹を変える政策の見直しが進められており、生産現場に大きな不安と混乱を招いている。

関
係
機
関
・
団
体
等

飯田市鳥獣被害対策協議会

飯田市農業振興センター

飯田市連合猟友会

市田柿商標管理委員会

市田柿ブランド推進協議会

下伊那園芸農業協同組合

長野県農政部、林務部

農業者が組織する団体

飯伊森林組合

飯伊野生鳥獣被害対策チーム

飯伊連合猟友会

南信州・飯田産業センター

みなみ信州農業協同組合

竜峡酪農業協同組合
プロジェクトの戦略

１ 現状と評価

（１）農家の高齢化・担い手不足により遊休農地の増加傾向に歯止めがかからない状況にあり、新規就農者や親元就農者の確保

や育成が大きな課題である。しかし、全国一律の助成制度である青年就農給付金制度の導入で、都市圏近郊への就農希望者

が増加する一方で、中山間地域への就農が減少傾向にある。また、中間管理事業による農地集積は当地域では難しいが、農

業経営の拡大による農地拡大を望む農業者は認定農業者や新規就農者を中心に確認できるため、農業委員や各地区農業振興

会議を中心に情報収集を行い、貸したい人と借りたい人をマッチングする必要性が出ている。遊休農地の拡大を抑制し、農

地を守り有効利用するため、その基礎データとして耕作者の年代別色分け地図化、意向調査及び遊休農地調査による現状把

握を進めている。

（２）市田柿は、事業者連携によるブランド化の取組により有利販売が展開できている。価格低迷が長引く農産物にあって、農

家の貴重な収入源であるが、生産量は、担い手の高齢化により年々減少しており、需要に応えきれない状況にある。また、

主たる購買層の高齢化により将来的な消費量の減少が懸念されており、新規需要の開拓が必要とされる。

（３）果樹・野菜の高品質化や省力化を目的に生産基盤の強化の支援を進めてきており、りんご新わい化への転換、果樹再生農

＜これまでの取組＞

・農地バンク

・農地利用集積円滑化事業【施策１１】

・果樹・野菜等振興事業【施策１２】

・強い園芸産地育成事業【施策１２】

・市田柿生産体制強化支援【施策１２】
・市田柿ブランド推進プロジェクト事業【施策１２】

・畜産振興事業【施策１２】

・意欲ある農業者支援事業【施策１２】

・新規就農者支援事業【施策１３】

・鳥獣被害対策事業【施策１１】

・野生鳥獣総合管理対策事業【施策１１】
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園など、更なる生産性向上に取り組んでいる。畜産においては、価格低迷、飼料価格の高止まりなど厳しい経営環境にある。

（４）市や地区の鳥獣被害対策協議会による対策や捕獲実施隊の結成による捕獲の推進強化、専門家との連携による生態調査、

地域一丸となった追い払い活動等への支援を実施しているが、平成 25 年度の野生鳥獣による農林業被害は 1億 8,360 万円で

前年度に比べ増加した。特にサルの被害が急激に拡大している状況である。

＜２０１５年の主な事業＞

・農地バンク

・農地利用集積円滑化事業【施策１１】

・果樹・野菜等振興事業【施策１２】

・強い園芸産地育成事業【施策１２】

・市田柿生産体制強化支援【施策１２】
・市田柿ブランド推進プロジェクト事業【施策１２】

・畜産振興事業【施策１２】

・意欲ある農業者支援事業【施策１２】

・新規就農者支援事業【施策１３】

・鳥獣被害対策事業【施策１１】

・野生鳥獣総合管理対策事業【施策１１】

＜関連事業＞

・農業振興センター事業

・市田柿登録銀行制度

・飯田市鳥獣被害対策協議会事業

・各地区鳥獣被害対策協議会事業

・鳥獣被害対策（飯田市連合猟友会）

２ 方針

（１）新規就農に意欲がある者に対しては、ワーキングホリデーや長野県新規就農里親研修制度を活用するとともに、国と市の

助成制度を活用し一体的に担い手育成を推進する。農地に関する課題については地区の推進体制を整備し、調査結果による

基礎データを基に地域農業の方向性、新たな担い手による農地の集約や有効活用、遊休農地の再生及び拡大抑制に取り組む。

（２）市田柿の産地として生産体制の強化を図る。特に生産農家の基盤強化と産地を牽引する中核的生産者(特認生産者)の育成

や新規参入を支援する。また、将来的な購買層を確保していくため、若年層への消費拡大を目指して市田柿ブランドの更な

る向上を推進する。

（３）果樹産地の再構築のため、安定した収量確保と省力化ができる栽培技術の導入と品種転換を支援する。また、畜産振興を

進めるため、農家の施設整備や生産性・品質向上・高付加価値化の取組を支援する。

（４）野生鳥獣による「農林業被害の軽減」や「自然生態系への影響軽減」、「人身被害の防止」を図るとともに、「棲み分けによ

る人と野生鳥獣の共存」の実現を目指す。野生鳥獣の生態調査による効果的な対策の推進と生息頭数や生息地の管理を強化

する。また、地域が一丸となって鳥獣に負けない集落づくりを進めるため、体制の強化や活動支援など、関係機関が連携し

取り組む。

３ 実現方法

（１）全国規模で開催されている新規就農相談フェア等を利用して飯田市の一体的な支援内容や地域の受入環境を広報し、市田

柿生産等との複合経営を中心に、飯田での就農を提案する。国の助成要件に該当しない農業後継者に対して新たに研修助成

を行い、後継者の就農を支援する。また、地区農業振興会議において「人・農地プラン」に基づいて地域農業のあり方の検

討と農地のマッチングを行い、国の制度と市単独助成によりモデル的に遊休農地の解消に向けた再生活動を実施する。

（２）特認制度による中核的生産者の支援と新規参入支援、高齢化に対応するための品質向上、省力化への支援を行うとともに、

将来的な購買層となる若年層への市田柿ブランドのプロモーションの展開を進める。

（３）農業団体等と連携した生産設備等の導入支援や担い手の組織化、新わい化等の高生産性品種への更新や省力化技術の導入、

普及、再生農園整備による生産性の高い農地の斡旋を進める。また、厳しい環境にある畜産について、生産性の向上や環境

対策を図るための設備導入、畜産経営の円滑化支援、病畜減少を進めるためのワクチン接種の定着誘導支援による衛生対策

の向上、高付加価値販売に繋げるマーケティング活動の支援を行い畜産経営の安定化を図る。

（４）鳥獣被害対策については、個体数調整の推進、捕獲従事者の確保対策を含めた捕獲体制の強化を進めるとともに、地域が

一丸となり、関係団体・市民がそれぞれの立場で継続的な対策に取り組めるよう総合的な支援を行う。また、防護柵整備に

よる野生獣から農作物を守る取組を推進する。
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重点プロジェクト ６ 持続可能な森林づくり 主管 林務課

プロジェクトの柱

◇飯田市産材（遠山杉など）の利用促進

◇路網整備及び高性能林業機械導入の推進

◇木質バイオマスエネルギーの利用促進

◇捕獲鳥獣の地域資源としての活用推進

関
係
課

農業課、観光課

高速交通網を見据えた視点
・地域産材活用

・環境

関
連
部
局

市民協働環境部、建設部

【プロジェクトを取り巻く状況】

１ 木材価格は依然として低迷するなか若干上向きを見せたが、引続き大変厳しい状況が続いている。新設住宅着工戸数は消

費税率引上げ以降減少傾向であるが、国内における木材需要は、中国など海外での木材需要の増大による需給動向の変化や

国内森林の搬出間伐の推進により、外材から国産材にシフトしてきている。

２ 国の「森林・林業再生プラン」で 10 年後（平成 31 年）の木材自給率 50％以上の目標を掲げ、路網の整備、森林施業の

集約化及び必要な人材育成を軸として、効率的かつ安定的な林業経営の基盤づくりを進め、木材の安定供給と利用に必要な

体制の構築を図ることとしている。

３ 平成 24 年 7 月より再生可能エネルギーの固定価格買取制度（ＦＩＴ）が始まり、再生可能エネルギーの推進に向け舵が

きられ、長野県、塩尻市及び民間企業 1社により産学官連携体制のもと「信州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクト」に取り組み、

木材加工施設及び木質バイオマス発電について平成 27 年度の稼働を目指している。また、全国各地に木質バイオマス発電

所の計画があり、今後本格稼働による木材の供給不足が懸念されている。

４ 森林の薪炭利用の減少や里山の変化により、野生鳥獣の生息環境が良くなり野生鳥獣の増加、遊休農地の増加と猟友会員

の減少等により、農林業被害が深刻化している。また、ニホンジカにおいては、生息密度の急激な増加により、自然植生の

消滅と土壌流出による森林の防災機能等の低下、高山帯への分布拡大による高山植物の食害被害も発生している。

関
係
機
関
・
団
体
等

飯田市連合猟友会

建築設計士・工務店

森林所有・管理団体

（各財産区・生産森林組合・森

林農業協同組合等）

長野県林務部

（森林政策課・信州の木活用課・

森林づくり推進課）

南信バイオマス協同組合

南信州木づかい協議会

南信州木づかいネットワーク

飯伊森林組合・製材業者

飯伊連合猟友会

木質ボイラー・ストーブ関係業

者プロジェクトの戦略

１ 現状と評価

（１）飯田の木で家を建てるプロジェクト事業は、平成 25 年度の補助金交付要綱の見直し及び PR 活動により、平成 26 年度

は 11 棟の申請を受けた。また、庁舎整備や公民館等の公共建築物はできる限り飯田市産材の使用に取り組んでいる。

木材供給の変動は搬出間伐等により安定してきているが、搬出間伐量がまだ少ないため共同製材所「ほうりん」の製材

稼働率は目標に届いていない状況である。

（２）搬出間伐の実施においては、生産コスト削減に直結する路網整備及び高性能林業機械導入が必須であるが、急峻な地形

と高額な投資のため整備が進みにくい状況である。また、既設路網から 100ｍ以内が搬出間伐事業の施業地となっている

が、既に切捨て間伐事業により実施済みの箇所が多く、搬出間伐を進めるには路網開設及び搬出技術の向上が必須である。

＜これまでの取組＞

・森林税活用に係る事業等【施策 51】

・飯田の木で家を建てるプロジェクト事業【施策 12】

・林道改良事業【施策 11】

・森林の里親制度推進事業【施策 57】

・みどりの景観整備事業【施策 51】

・森林鳥獣被害対策事業【施策 11】
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（３）南信バイオマス共同組合の木質ペレットの原材料は、県内の森林組合から購入して年間 1,200ｔ以上製造しているが、

今後、信州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクトが本格稼働することによる原材料の確保が課題となる。

（４）平成 26 年 10 月に鳥獣被害対策実施隊を組織し、有害鳥獣の効果的な捕獲に向けた体制の強化を図った。捕獲鳥獣の

肉等を商品化するためには、搬出手間、食肉処理、販路や需要、年間を通した有資格者（食品衛生法）の確保など課題が

多いため、多くは自家消費や埋設処分をしている状況である。しかし、遠山郷を中心に山肉を活用した食肉加工や、飲食

店により特徴的な商品開発を続けており地域内外からの評価は高い。

＜２０１５の主な事業＞

・森林造成事業【施策 11】

・間伐促進対策事業【施策 12】

・みんなで支える里山整備事業【施策 51】

・飯田の木で家を建てるプロジェクト事業【施策 12】

・林道改良事業【施策 11】

・森林の里親制度推進事業【施策 57】

・みどりの景観整備事業【施策 51】

・森林鳥獣被害対策事業【施策 11】

・もりのエネルギー利用推進事業（環境モデル

都市推進課連携）【施策 57】

＜関連事業＞

・長野県森林づくり県民税活用事業

・分収造林事業

２ 方針

（１）飯田の木で家を建てるプロジェクト事業の推進及び公共建築物等において飯田市産材の利用促進を図る。

（２）路網整備の拡充や高性能林業機械の導入を図り、持続可能な森林経営を推進する。

（３）地域産の木質バイオマスエネルギーとして新たな利活用の調査研究を図る。

（４）鳥獣被害対策実施隊による効果的な捕獲を推進し、捕獲鳥獣を地域の資源としてとらえ有効活用を図り地域の活性化へ

つなげる。

３ 実現方法

（１）飯田の木で家を建てるプロジェクト事業の工務店等への PR 活動や飯田市産材の魅力等の情報発信、公共建築物の建築

や改築、公共土木工事において飯田市産材の利用に取り組む。

（２）森林組合等の計画による作業路網開設や高性能林業機械の導入を支援する。また、林道改良事業等による安全な通行確

保を行う。

（３）県内の木質バイオマスエネルギー関係の動向を注視し、関係課や関係機関・団体と木質バイオマスエネルギー利活用の

情報収集及び研究を行う。

（４）鳥獣被害対策実施隊による捕獲体制の強化を図るとともに、里山の緩衝帯整備等の取組を進める。捕獲鳥獣のジビエ等

有効利用の需要拡大に向けた調査研究を猟友会と連携して進める。
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重点プロジェクト ７ 観光誘客推進の基盤づくり 主管 観光課

プロジェクトの柱
◇観光振興ビジョンに基づく観光振興体制の整備

◇新交通網時代を見据えた観光拠点の事業推進

◇広域観光による連携

関
係
課

農業課、林務課

高速交通網を見据えた視点
・飯田型ツーリズム

・インバウンド観光（訪日外国人旅行）

・広域ネットワーク

関
連
部
局

リニア推進部、市民協働環境部、

建設部、教育委員会

【プロジェクトを取り巻く状況】

１ 平成 26 年度、新交通網時代を見据えた観光施策の指針となる「飯田市観光振興ビジョン」の策定を行った。

２ 市内の観光エリアの周遊化や地域の観光スポットを点から面に広げていく誘客戦略が必要である。

３ 伊那路・木曽路広域観光連携会議では、各自治体が連携して誘客の取組を行っている。

４ 自転車のまちづくりとして、ＴＯＪの開催とレンタサイクルによる市民への普及と観光誘客に取り組み、香港からのサイ

クリングツアーを２年続けて受け入れてきた。

関
係
機
関
・
団
体
等

飯田観光協会

飯田市上村振興公社

飯田市南信濃振興公社

飯田商工会議所

伊那路・木曽路広域観光連携会議

伊那路観光連盟

木曽観光連盟

三遠南信・伊勢志摩広域観光交流

連携協議会

自転車のまち推進会議

天龍峡温泉観光協会

遠山郷観光協会

南信州観光公社

南信州広域連合

南信州・飯田産業センター

プロジェクトの戦略

１ 現状と評価

（１）市内の観光地利用者数、観光消費額の減少傾向が続いており、更に貸切バスの新運賃･料金制度の導入により、当地域

への日帰りバスツアーへの影響が指摘されている。このような状況下で「飯田市観光振興ビジョン」を実現するためには、

市民、事業者、関係団体、行政など関係する多様な主体がビジョンを共有し、それぞれの役割を担っていくことが大切で

あり、各主体が協力・連携して観光振興に取り組むことが求められている。

（２）新交通網時代を見据え、観光エリアを中心とした事業展開を行うとともに、豊かな自然と景観、文化財や民俗芸能、南

アルプスユネスコエコパークなど、観光地としての環境形成に向けた地域資源の利活用について検討する必要がある。

（３）平成 27 年度は善光寺の御開帳・北陸新幹線の開通などがあり、県北部への観光客の流れが予想される中、伊那路・木

曽路が一体となって観光誘客に取り組む必要がある。

（４）広域連合を軸として、南信州のパンフレットを作成し、ＰＲを行っている。

（５）レンタサイクルを購入し、海外からのツアーを受け入れ実績もできたが、対外的にＰＲするためには、複数の魅力的な

サイクリングコースが必要である。この地域の地形や観光スポットを活かした広域エリアにわたるサイクリングコースの

設定が必要である。

（６）本市が先駆的に推進してきた体験型観光は、最近の都市部の学校の人気の高まりにより全国的に受入れ自治体が増加し

取扱い事業者の競争が激化している。㈱南信州観光公社が扱っている体験教育旅行は、平成 24 年に発生した農業体験時

＜これまでの取組＞

・観光誘客宣伝事業【施策 12】

・まちなか誘客促進事業【施策 13】

・エコツーリズム推進事業【施策 12】

・天龍峡活性化事業【施策 12】

・名勝天龍峡整備事業【施策 12】

・自転車のまちづくり事業【施策 13】

・体験型観光推進事業【施策 13】
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の事故の影響や旅行代理店への営業不足等によりリピーター率が下がるとともに新規団体も減少している。こうした中、

地域資源を活用した魅力あるプログラムの開発や新規団体獲得のためのマーケティング戦略を立てて早急な対策を講じ

なければならない。

・遠山郷観光戦略プロジェクト事業【施策 13】

・飯田観光協会運営事業【施策 13】

・伊那路・木曽路広域観光連携会議事業

【施策 13】

・三遠南信伊勢志摩広域観光交流連絡協議会事

業【施策 13】

＜２０１５の主な事業＞

・名勝天龍峡整備事業【施策 12】

・自転車のまちづくり事業【施策 13】

・体験型観光推進事業【施策 13】

・遠山郷観光戦略プロジェクト事業【施策 13】

・観光誘客宣伝事業【施策 12】

・自転車のまちづくり事業【施策 13】

・飯田観光協会プロジェクト事業【施策 13】

・広域連携による観光誘客事業【施策 13】

・海外誘客促進事業【施策 12】

・伊那路・木曽路広域観光連携会議事業

【施策 13】

・三遠南信伊勢志摩広域観光交流連絡協議会事

業【施策 13】

＜関連事業＞

・南信州広域連合事業

・南信州観光公社事業

・飯田観光協会事業

・南信州広域連合の取組

２ 方針

（１）「飯田市観光振興ビジョン」に基づき、行政や飯田観光協会、事業者がそれぞれの役割を明確化し、観光振興に取り組

む。

（２）新交通網時代を見据えた「飯田市観光振興ビジョン」に基づいて、まちなか・天龍峡・遠山郷エリアを中心に具体的な

観光誘客の取組の検討を行いながら事業を展開していく。

（３）広域的エリアで魅力ある観光情報を発信し、観光誘客に取り組む。

（４）ＴＯＪ開催都市の知名度を利用しながら、国内外に向けたサイクリングツアーによる観光誘客を行う。

（５）地域にある素材や人材を発掘して、この地域の観光資源を活かした新たな観光プランや体験プログラムづくりを進める。

３ 実現方法

（１）飯田市観光振興ビジョンを指針とした具体的施策を進めるため、関係する各主体について方向性と役割を明確にしてビ

ジョンを共有し、ロードマップを作成する。

（２）観光拠点のまちなか・天龍峡・遠山郷エリアにおける観光誘客の取組を強化するとともに、潜在する地域資源の掘り起

こしや南アルプスユネスコエコパークのような貴重な観光資源を活用し、それらを周遊的につなげる一体的観光戦略に取

り組む。

（３）天龍峡では、(仮称)天龍峡大橋の上部工が始まり、休憩施設の整備方針が定まってくる時期となるため、大橋完成に向

けた観光誘客に結びつく、交流館から姑射橋周辺の魅力を向上させる事業に、観光協会をはじめとする地域団体とともに

取り組む。

（４）遠山郷では、上村・南信濃両地区が一体となって遠山郷の観光振興を図るため、地域内の観光資源の活用や観光施設の

今後の在り方の方向付けをする。

（５）伊那路・木曽路広域観光連携会議や三遠南信・伊勢志摩広域観光交流連携協議会による広域的エリアと連携して魅力あ

る観光情報を発信し、国内外での誘客活動に取り組む。

（６）飯田観光協会等と連携して、飯田下伊那地区をエリアとしたサイクリングツアーコース設定を進め、ツアー受け入れの

体制づくりに取り組む。

（７）平成 25 年度より飯田観光協会と連携して取り組んでいる観光プランづくりプロジェクト事業の中で、既存の観光資源

の見直しや五感に残るような新しい体験プログラムを開発し、㈱南信州観光公社に提案していく。

また、体験型旅行の顧客拡大の新たな戦略として、中国を中心に需要が増えている訪日教育旅行の受入れの推進にも積

極的に取り組む。

（８）国の交付金を活用した「ふるさと旅行券」による観光関係事業者等に助成する仕組みを構築し、域外からの地域消費の

喚起・拡大と知名度の向上に努め、観光地域づくりに取り組む。
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重点プロジェクト ８ 地域商業機能の維持強化 主 管 商業･市街地活性課 

プロジェクトの柱 
◇地域の中小小売機能の維持と強化

◇商店街等の活性化支援

◇飯田商工会議所との連携強化

関
係
課

産業振興課、観光課、工業課、 

金融政策課 

高速交通網を見据えた視点 
・特色と魅力がある小売・サービス 

・高齢化時代の地域密着型商業 

・卸・小売機能 

関
連
部
局

市民協働環境部、健康福祉部

【プロジェクトを取り巻く状況】 

１ 高齢化、後継者不足、商店街のコミュニティ機能の低下により地元小売店や商店街が衰退している。 

２ 大型総合スーパーやドラッグストア、コンビニエンスストア、さらにはネット販売との競合による地元小売店での消費

がダウンしている。 

関
係
機
関
・
団
体
等

飯田商工会議所

飯田中心商店街連合会

商栄会・商店街団体

卸売業者（飯田卸売商業協同組合ほか）

小売業者（中小小売･ｻｰﾋﾞｽ事業者ほか）

NPO いいだ応援ネットイデア 
飯田まちづくりカンパニー

プロジェクトの戦略

１ 現状と評価 

(１) 平成 26 年４月の消費税率引上げによる消費の冷え込みに対する消費を喚起させる取組として、飯田商工会議所が中

心となり、地元小売サービス店が連携した合同売出しを実施した。この事業では、特典（富くじ）付きにより消費者

の購買意欲を増進させるとともに、売上げの一部を地域の活動へ還元する仕組みを取り入れており、消費者や地域活

動団体から好評を得ている。しかし、個人消費は低価格志向、節約志向が強く、消費回復は未だに弱いため、さらに

消費拡大に向けた取組が必要である。 

(２) 県内外から市内へ大規模小売店や量販店の進出が相次いでいる。また、コンビニエンスストアの新規出店も増加し

ている。ネット販売など通信販売も進展していると推測される。これまで地域生活を支えてきた地元小売店への影響

などの現況や消費者マインドを把握するための買い物動向調査を飯田商工会議所と協働で実施した。調査結果をフィ

ードバックし、商店街や地元小売店など地域商業の維持強化へ向けた取組に活用していく。 

＜これまでの主な取組＞ 

〇商工会議所活動運営補助事業【施策 12】 

〇商業活性化支援事業【施策 12】 

・移動販売「しあわせ市場配達便」事業 

・買い物動向アンケート調査事業 

・商店街等活動事業への支援 

・いいだ「まちゼミ」事業 

- 15-



２ 方針 

(１) 地域住民のニーズに応え、日常生活を支える地域密着型商業の振興を図る。 

(２) 消費を喚起するとともに、地元小売店の利用が向上し、地元で利益が循環するための消費拡大対策を実施する。 

(３) 地域内の多様な事業者らの連携（異業種連携）による地域商業の振興を支援する。 

(４) 商店街コミュニティ機能の向上、賑わいや活気ある商店街づくりの推進により商店街の魅力向上を図る。 

(５) 地域を支える地元の中小小売機能の維持強化のために流通環境の改善を図る。 

(６) 事業の推進や充実を図るため、飯田商工会議所との連携を強化する。 

・地域商業振興事業(商工会議所支部事業) 

・消費拡大対策事業（地域貢献合同売出し） 

〇商業経営支援事業【施策 13】 

・情報発信基盤強化事業(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成講座) 

〇にぎわい創出店舗活用事業【施策 13】 

〇商店街まちづくり事業(防犯カメラ設置等)支援 

＜2015 の主な事業＞ 

〇商工会議所活動運営補助事業【施策 12】 

〇商店街魅力向上事業【施策 12】 

・地域商業振興事業 

・消費拡大対策事業 

〇流通環境改善事業【施策 13】 

・買い物支援モデル事業 

・地域流通機能強化事業 

〇にぎわい創出店舗活用事業【施策 13】 

３ 実現方法 

(１) 買い物困難者及び高齢者に対応した移動販売「しあわせ市場配達便」事業を継続実施し、地域にあった事業モデルの

構築を目指す。 

(２) 地域全体の消費拡大を目的として、商店街や地元小売店等が連携協力した「買い物が地域貢献につながる合同売出し」

事業を実施する。 

(３) 地域の消費喚起効果の高い「プレミアム付商品券」発行事業を実施する。 

(４) 商工会議所支部や商栄会など地区を単位として、地域性豊かな活動事業を継続するとともに地域内の事業者の連携を

推進する。 

(５) コミュニティづくりや賑わいづくりのために商店街の空き店舗活用を推進する。 

(６) 地元小売店等の魅力アップに向けた情報発信の強化や地元小売店の商品やサービスが地域内で循環するための取組の

研究及び実証による流通環境の改善を図る。 

(７) 商工会議所と連携し、情報交換や情報の共有化を通じて卸売業や物流など地域の商業流通の振興を図る。 
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★ものづくりの展開★

航空宇宙

サプライチェーンの一翼を担う一大製品供給地として航空機産業
の集積化が構築されている。

環境

環境に配慮した新たな製品開発の拡大が図られ、地域における低
炭素化が推進される。
持続可能な木質資源の利活用が普及し、里山整備が推進される。

健康・医療・介護

当地域に健康・医療・介護分野への新規参入が進み、健康長寿
社会を支える地域独自のモデルが構築されている。

食品

異産業連携が活発となり、医療・福祉・農業・観光・教育との融合
による南信州型食品産業モデルが構築されている。

エネルギーの安定供給

地域の地形等を生かした自然エネルギーを有効に活用したシステ
ムの開発が進み、既存のエネルギーと新たなエネルギーをミックス
させて、生産活動に対して安定供給されている。

高速交通網を見据えた視点

めざす姿・具体的なイメージ化

地域産材活用

地域産材の域産域消が定着するとともに、県内外市場へ飯田市産
材ブランドでの流通が確立される。

新分野への挑戦 地域環境への配慮
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★流通・サービスの展開★

高齢化時代の地域密着型商業
高齢者のニーズを捉えた心遣いのあるサービスが提供されている。
住民に寄り添い、地域課題の解決や地域コミュニティ機能も担う持
続的な商業が展開している。

卸・小売り機能
物流の拠点化、卸や小売の多機能化が実現し、地域におけるサ
プライチェーンが強化されている。
当地域の各種商品・サービス等が地域内で円滑に消費され、域
内循環が拡大している。
交通の結節点の優位性が生かされ、地域の魅力ある商品やＰＢ
等が全国各地、世界へ流通している。

特色と魅力がある小売・サービス
生活の利便性が確保され、個性と飯田らしさにあふれた小売・サー
ビス機能が展開している。
買い物が楽しめるまち「いいだ」が形成されている。

★アグリビジネスの展開★

域産域消
農業者と消費者のつながりを深め、農産物や地域資源などの地
域内循環が定着する。地域で特徴的な農産物を味わえる店舗
や機会が充実する。

農産物のブランド化（グローカルブランド）
地域の気候や地形を活用した少量多品目で価値の高い「市田
柿」に続く農産物が生産される。

農商工連携・６次産業化の取組
農産物の生産・加工・流通・販売のネットワークの構築による高
付加価値農業が創出され、新しい農業が展開されている。

内外の新市場展開
ブランド力が高まり、新たな産品が生まれ、美味しい「食」を味わ
える地域として認知され、域外からの誘客が増加する。それが、
きっかけとなり新たな国内外への市場が広がる。

★魅力ある観光の展開★

飯田型ツーリズム
地域の自然や文化を地域の人々が伝え、教える体験型観光・グ
リーンツーリズムを推進していくことで、天龍峡や遠山郷のような地
域の貴重な観光資源が保全、継承されていく。また、観光の視点か
ら多様な資源を連携させることにより、地域振興につながっている。

インバウンド観光（訪日外国人旅行）
高速交通網の整備と地域の特徴ある観光資源を活かした飯田型
ツーリズムの確立と誘客促進により、訪日外国人旅行者が増加す
る。

★交通環境を活かした新展開★

移住・定住・二地域居住
まち、里、山のそれぞれの魅力的な暮らしが実現可能な飯田市
へ移住する人が増え、定住人口が増加する。

飯田を拠点としながら、大都市や世界で活躍するなど外へ情報
を発信する人が、居住し、活躍する地域となる。

広域ネットワーク
首都圏、中京圏、三遠南信地域等における広域連携の推進に
より、様々な分野で事業が盛んになり、交流人口が増加する。

人材サイクルの構築
飯田ファンやＵＩターンする人が拡大し、また、自ら起業する人も
増え、産業が活性化する。雇用の受皿もあり、若い世代が活躍
し、活気のあるまちになっている。
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後期基本計画 2012-2016
→2015の展開
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製造業分野

後期計画 2012年（H24)～2016年(H28)

【新産業創出支援】
◆産業クラスターの形成と活動の強化

○航空宇宙プロジェクト
・国内外大手メーカーへのアプローチ
・受注体制（ハード・ソフト）の強化支援

○健康医療分野

○環境分野

◆企業誘致・立地
○次世代・研究開発型企業、研究所、研究者の誘致
○食品関連企業・外資系企業の誘致
○企業懇話会等の連携を活かした情報の収集と発信
○既存企業の施設・設備の拡張支援
○空き工場の有効利用
○支援制度の企業ニーズに応える見直しと活用
○計画的な産業用地、インフラの整備

【技術力・開発力の強化】
◆企業人材の活用による企業等支援体制の拡充

○企業ニーズに対応した訪問指導、相談業務体制の充実
○各分野別の専門家を配置し、他部署との連携を強化

（成長分野の環境、健康・医療等）

○優秀（技術・技能者・職人等）人材の囲い込み戦略

（技術・技能者のリスト化）

◆大学、研究機関等連携による人材育成及び研究機能の強化
○信州大学大学院飯田コースの拡充
○飯田産業技術大学の拡充（技術実習の拡大）
○サテライトキャンパスの設置検討

◆開発企業及び起業者の育成支援体制の強化
○環境技術開発センターの機能強化
○工業技術センター・EMCセンターの設備更新とスタッフ充実

【マーケティング機能の強化】
◆広域（三遠、中京圏、関東等）ネットワークの連携強化

○テーマ別による国内外との支援機関、大学等との連携
○合同事業（展示会、マッチング）等の開催

◆支援センタースタッフの充実
◆地域資源活用による食品産業のブランド化支援
◆伝統的地場産業への活動支援

2015への展開

◆産業の集積化と事業環境の整備
○航空宇宙産業クラスター化の形成支援
・中核企業を中心に共同一貫生産・受注体制の構築及び販路開拓支援
・クラスター拠点工場(熱処理棟、表面処理棟)の運営支援

・専門コーディネーターによる生産技術者の育成

・アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区による優遇制度等の拡充

○メディカルバイオクラスターの形成支援

・食品系分科会、医療機械系分科会の活動支援

・長野県次世代ヘルスケア産業協議会、信州メディカル振興会への参加

○食品産業クラスターの形成支援
・３つの分科会（ﾌｧｸﾄﾘｰﾊﾟｰｸ・原材料調達・人材育成）の活動支援
○環境産業の育成支援
・マイクロ水力発電システムの開発及び販路開拓を支援
○事業環境の整備
・新たな産業用地の整備
・評価試験設備を持つ研究並びに指導機関の設置に向けた検討
・エネルギーの安定供給に向けた調査研究
○企業誘致の推進
・航空宇宙分野の関連企業の誘致強化
・頭脳活用（IT等）、地域風土密着（食品等）分野の誘致

＜成果指標＞
航空機部品の共同受注件数

(H25) 156件 (H27) 170件 (H28) 200件
企業立地・拡張件数(補助金交付件数)

(H25) 4件 (H27) 5件 (H28) 5件

◆技術力・開発力の強化
○ものづくり人材育成の強化
・専門人材（生産技術・生産管理等）の育成
・信州大学工学部と連携し特別課程・大学院コースの高度人材の育成
・信州大学との連携による「航空宇宙産業振興研究会」の立ち上げ
・中、高校生対象の人材育成プログラムの構築

○工業技術・ＥＭＣ・環境技術開発センターの機能充実

・専門コーディネーター配置による各種相談への対応強化
・ワンストップサービスによる開発・創業・事業化への支援

＜成果指標＞

信州大学院生修士取得数

(H25) 2人 (H27) 2人 (H28) 2人

飯田産業技術大学受講企業数

(H25) 195社 (H27) 220社 (H28) 250社

◆マーケティング機能の強化

○広域連携による共同事業等の開催支援

・航空機分野における集積力のある中京圏や関東（栃木・新潟）との連携強化

・三遠・中京圏・関東圏域連携によるマッチング商談会等への支援

○南信州産品のブランド戦略と創出チャレンジ

・産業親善大使と連携し首都圏へのブランド発信ＰＲ活動への支援
○デザイン分野の調査研究
＜成果指標＞

新たに連携（取引等）が始まった件数（件）

（三遠南信連携）
(H25) 5件 (H27) 5件 (H28) 5件

現状と課題

（現状）
○航空宇宙プロジェクト 登録企業 38社
○アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区 指定事業所34社
○メディカルバイオクラスター 登録企業（団体等含む）43社
○分譲可能な産業用地 0.8ha(エコバレー)
○把握している空き工場 16カ所（内2か所空き用地のみ）

（課題）

○経営者の協力・共同への抵抗感

○主体となるべき中核企業並びにリーダーの不足
○事業化のための人材・設備・資金の不足
○産業用地の確保

○試験機器設備の老朽化と更新・拡充のための財源確保

（現状）
○飯田産業技術大学受講企業174社(H25）
○信州大学大学院飯田ｺｰｽ修了者 17名
○環境技術開発センター入居企業 4社

（課題）
○多品種少量生産による現場の生産技術・生産管理能力の低下
○下請型・工程外注型体質
○ものづくり専門人材の不足と定着率の低下
○中小企業の事業承継
○専門コーディネーターの人材確保

（現状）
○ビジネスネットワーク支援センター

登録企業 103社
○三遠地域によるマッチング交流の開催
○展示会への出展回数 6回

（課題）

○国内空洞化による付加価値及びコスト競争力の低下
○マーケティング機能が弱い
○デザイン機能が弱い
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農業分野

（現状）
○大規模農業への転換を図る政策が動きしている。市では、集団化のための遊休
農地の現況調査を進めている
○農産物価格の低迷による農家所得の減少等により、生産量が減少し、産地として
の生産機能が維持できない状況が危惧される。
○市田柿は高付加価値化、ブランド化が進展。農家経営を支える柱となりつつある
（課題）
○新たな担い手への優良農地の集積確保
○生産基盤の強化
○農産物のマーケティング力の強化

【農業と他産業との連携によるチャレンジ】
◆地域資源の活用による６次産業化の推進
○農工商観連携・６次産業化の推進
○産業連携による遊休農地等を活用した地域特産品の創出

◆南信州農産物のブランド化、ファンの拡大
◆地域農産物等の海外輸出促進
○農産物等南信州産品の内外の新しい市場への取り組み

【農業生産の基盤強化】
◆優良農地の集積・確保
○中心的な担い手への優良農地の集積を図る
○ＪＡ（円滑化団体）、市、農業委員会が連携して円滑化事
業を推進

◆生産基盤の強化
○畜産、果実、その他付加価値品目の生産基盤の強化
○りんごの新わい化栽培の重点推進
○市田柿の生産性の向上と加工機能の強化

【産地のマーケティング機能の強化】
◆マーケティング力の強化

（現状）
○生産物を販売するだけでは収益を得られにくく、付加価値を高める取組が求めら
れている。
○当地域の農産物評価は高く、取組によりファンは拡大しつつある。
○海外チャレンジにより台湾における市田柿のブランド化が進展した。
（課題）
○法人化、6次化による規模拡大や販路開拓の推進
○面的、戦略的なブランド化の推進
○農産物と食品分野が連携した更なる輸出拡大

後期計画 2012年（H24)～2016年

（現状）
○国の制度により、当地域の優位性が低くなり、

新規就農希望者が少なくなりつつある。
（課題）
○担い手の経営力強化
○地域内の農業後継者への定着促進
○農業技術習得のための研修受入農家の開拓
研修期間中の住宅確保

○新規就農者の就農ステージ応じたトータル
サポート体制の構築

【『農村』の活力向上】
◆農ある暮らしの充実
○地域農業の振興
・将来農業の将来像の協議と取組の推進

○地域の和づくり
・集落複合経営の仕組みづくり

○元気な農村づくり
・未来の担い手づくり
・女性ネットワークづくり
・小さな経済循環の仕組みづくり

◆遊休農地対策の強化
○農村がもつ多面的機能を維持するための集落づくり

◆鳥獣害対策の強化
○野生鳥獣の生息管理の徹底

【農業の担い手の確保と育成】
◆農家後継者の発掘・育成
○農家後継者の意向聴き取りと重点地域を設定した「農業
塾」の開催

◆新規就農者の誘致・育成
○「ワーキングホリデー」→「あぐり実践塾」をベースに少
数でも確実な担い手を確保していく手法を基本とする

◆担い手の育成・支援
○担い手確保のための新たな樹園地づくりと優良農地の集積
○地域内企業の農業参入への支援

（現状）
○人口減少、高齢化、担い手不足により、農村の維持自体が厳しい状況となって
いる。
○中山間地域では人口減少と高齢化の進行、野生鳥獣によるに農作物被害等に
より遊休農地の増加、農村活力の低下が進みつつある
（課題）
○集落を維持形成するための中核的リーダの養成
○地区農業振興会議での協議の活性化
・課題の明確化と共有
・区画の小さな遊休農地の活用方法
・中山間地域における振興モデルづくり
・小さな経済の循環

○野生鳥獣による農作物被害の減少

現状と課題 2015への展開

◆優良農地の集積・確保
○関係団体との連携による農地バンクの活用 ○中間管理事業の活用
○中心経営体を核とした人・農地プランの推進 ○遊休農地の再生整備事業

◆生産基盤の強化
○畜産、果実、その他付加価値品目の生産基盤の強化
○りんごの新わい化栽培の重点推進

◆市田柿のブランド力向上と生産振興
○中核的生産者の育成(特認生産者)
○省力化品質向上等の支援（産地を支える中小規模生産者）
○新規需要創造プロモーション ○産地意識の醸成

◆マーケティング力の強化 ○意欲ある農業者等のマーケティング活動支援

＜成果指標＞

域内農協等の販売額 (H25) 178億円 (H27) 198億円 (H28) 200億円

◆６次産業化の推進・経営力の強化

○農業者自ら行う加工開発、マーケティング、ブランディング等の新農業チャレンジ支援
○新たな農業生産法人、農業団体による新分野展開の支援
○民間事業者、農業者、消費者が連携した取組の拡大
○地域農産物の特徴を活かした商品開発の推進と栽培拡大

◆「南信州農産物」のブランド力向上、ファン拡大
○プレミアム農産物による情報発信、産地ツアーによる誘客

◆海外へのマーケット拡大支援（輸出販売の定着と拡大）
＜成果指標＞ 六次化総合化事業計画認定数 （H25）1件 （H27）3件 （H28）4件

◆元気な農業農村の支援
○地区農業振興会議の取組拡充
農村の景観や魅力、生活など、地域農業の将来を考えるきっかけづくり（人・農地プラン）

○集落営農の仕組みづくりと活動支援
○集落やグループの担い手育成と支援

◆中山間地域農業振興の推進 ○地域資源を活用したモデル集落づくり（下栗）
◆農地有効活用の取組
○農村景観を維持するための遊休農地活用等の研究支援
○集落営農を含めた地域が一体となった遊休農地解消事業への支援
○遊休農地の再生活動支援
○農ある週末ライフの研究

◆域産域消による小さな経済循環の推進
○関係団体等と連携した小学校等での地域学習会における食育推進
○農家が主体となる域内飲食店との連携支援

◆鳥獣害対策の強化
＜成果指標＞ 耕作放棄地面積（販売農家）
(H25) 150ha※ (H27) 150ha※ (H28) 145ha ※農業センサス2010年データ

◆新規就農者の誘致
○新規就農希望者の相談窓口、ワーキングホリデーによる農業指向者の掘り起こし
○就農者育成に向けた集落づくり（里親研修制度の活用と支援）
○下伊那農業高校と連携した就農支援

◆新規就農者の育成
○国・県・市の助成制度を活用して早期経営安定を図るための支援
○あぐり実践塾による農業経営の学習と仲間づくりの支援
○農業改良普及センター、農業委員会、JAと連携した就農者支援体制の整備

◆意欲ある担い手への支援
○意欲ある農業者の先進的経営を学ぶ場の確保
○経営安定支援資金の貸付による地域の中心となる経営農家支援

＜成果指標＞ 青年就農給付金（経営開始型）給付対象者数（人）

(H25)25人 (H27) 26人 (H28)50人
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林業分野

◆森林整備の推進及びＣＯ2の森林吸収源対策
（現状）
○搬出すべき森林と、維持保育する森林を区分し、適正な間伐事

業の導入を推進
○搬出間伐に必要な作業路網の整備を図る
○木質ペレットストーブの市内小中学校等への設置及び温泉施設

等へのボイラー設置により、木質ペレットの年間生産量は1,200
ｔ

以上となっている
○野生鳥獣による農林業被害や集落への出没被害が増加している

また、有害鳥獣捕獲されたものは処理方法や流通過程等課題が
多く、有効活用は少ない

（課題）
○生産コストを抑えるための路網整備、高性能林業機械等の基盤

整備が必要
○「ほうりん」第２工場において、遠山スギの需要拡大に向けた

支援が必要
○住宅用材及び木質バイオマスエネルギーの両面から推進
○鳥獣被害対策実施隊による効果的な捕獲の推進が図れるよう連

携が必要。また、獣肉の有効活用については猟友会との研究、
連携が必要

◆地域産材や間伐材の利用の推進
（現状）
○H26は補助金利用者が目標の10棟を超え、庁舎整備や公民館等

ではできる限り飯田市産材の使用に取り組んでいる
（課題）
○飯田市産材の利用率を高める広報活動や対象住宅の要件の研究

が必要
○搬出間伐の推進による木材の安定供給

◆林業の人材育成
○新たな林業従事者を確保するため、若者の就業支援を

図る
○林業従事者の３Ｋ労働の軽減と若手労働者への支援
○森林公園を活用し、体験教育やエコツーリズム、木育の

推進などを、指定管理者制度の導入を見据えて研究する

◆森林整備の推進及びＣＯ2の森林吸収源対策
○森林整備（間伐）の推進

・長野県森林づくり県民税の有効活用
・森林整備加速化・林業再生事業

○生産コストの削減、搬出基盤の整備
・間伐等森林整備促進対策事業（高性能林業機械）

○木質バイオマスエネルギーの利用促進
・木質ペレットストーブ、木質ペレットボイラー、

薪ストーブの普及啓発
○農林業への鳥獣被害対策
○森林を利用した都市部との交流

◆地域産材や間伐材の利用の推進
○製材部門の充実
○地域産材（間伐材）利用の推進

・地域産材のブランド化を図りマーケティングする
・地域産材（間伐材）の安定供給及び製品規格の統一
・南信州木づかいネットワークの活動による情報共有
・公共施設への地域産材利用の推進と消費者への啓発

○搬出間伐の推進
・搬出コスト削減と林道･作業道等の路網整備

◆林業の人材育成
（現状）
○林業従事者の高齢化と減少、作業内容の変動
（課題）
○林業に関心のある若者への就業支援
○搬出技術の取得の推進

後期計画 2012年（H24)～2016年(H28) 現状と課題 2015への展開

◆森林整備の推進及びＣＯ2の森林吸収源対策
○森林経営計画の策定支援

・森林所有者説明会を開催し森林経営に対する理解を図る
○森林作業路網の開設及び既存路網の整備、高性能林業機械の導入

の促進
・作業路網の開設支援及び既存作業路網の現地調査の実施
・高性能林業機械の導入の支援

○松くい虫被害対策事業の推進
・景観等守るべき松林の保全を図る

○天竜川河岸段丘の森林整備の推進
・座光寺～川路の関係地区と協議を行い森林税事業等により河岸

段丘の森林整備の推進
○水道水源域森林の保安林指定の推進
○木質資源の活用と自然環境に即した利活用の継続的な調査、研究

・木質バイオマスエネルギーの地域内循環利用に関する研究
○鳥獣被害対策実施隊による効果的、効率的な捕獲の実施
○獣肉の需要拡大に向け猟友会と連携し調査研究の実施

◆地域産材や間伐材の利用の推進
○飯田の木で家を建てるプロジェクト事業の推進

・工務店や関係団体と連携を図りＰＲ活動の推進及び対象住宅の
要件研究

○飯田市産材（南信州の木）を市場（工務店含む）へ安定的に供給
・(株)飯伊と連携し名古屋市場等への販売促進ＰＲ活動
・「ほうりん」と連携し工務店へ供給から消費までの枠組みの再

構築
・「ほうりん」第２工場における遠山スギの需要拡大への取組

＜成果指標＞
搬出間伐実施面積 (H25)77ha (H27)90ha (H28)165ha
地域産材建築住宅戸数 (H25)6戸 (H27)11戸 (H28) 15戸

◆林業の担い手の育成
・長野県実施の林業就業支援事業等の活用により若者の新規就業

を推進
・森林・林業人材育成加速化事業、信州フォレストコンダクター

育成事業等の活用により人材育成の推進

＜成果指標＞
飯伊森林組合の作業員の動向 (H25)159人 (H27)140人

(H28）220人
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観光分野

◆飯田型ツーリズムの推進
地域文化、自然、生活、環境、コミュニティーを体験、交流す

る観光スタイルの推進
○地域資源を活かした着地型商品の研究・造成及び販売
○天龍峡・まちなか・遠山郷の３つの観光拠点の魅力を活か
したプログラムの実践
○山岳エコツーリズムの推進 ○体験教育旅行の充実
○体験型企業研修の推進
○地域認証制度の研究・導入による地域の魅力の深化
○中山間地でのコミュニティビジネスの創出
○遠山郷の景観や山の暮らしを活用した地域の取組みの支
援

（現状）
○地域素材を活かした体験型観光メニューの活用（桜・和菓子） ○登山道の整備、登山案内所の開所
○体験教育旅行受入校数は一定で推移している ○中山間地域の各団体への支援
○体験型企業研修のＰＲ及び大学との連携によるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施 ○地域認証制度の研究、まとめ
（課題）
○地域資源を活かした着地型商品の研究・実践 ○飯田市へのリピーターづくり
○インストラクターの後継者育成 ○体験型企業研修の実績づくり
○山岳資源の保全のと経済効果を生み出す仕組みづくり ○体験教育旅行受入校数の拡大
○体験型企業研修の実績づくり
○地域認証制度の運用
○遠山郷の景観や暮らしを活用した取組の支援

（現状）
○ホームページをリニューアル
○新宿バスセンターでの資料提供体制づくりと観光協会会員による活用
（課題）
○魅力あるホームページへの情報提供 ○住民参加型の情報収集方法の研究

○相手、目的に応じた観光ツールづくり ○ソーシャルネットワークを利用した情報提供

（現状）
○伊那路・木曽路との連携（ハイウェイキャンペーン、広域パンフレットの作成、海外サイクリングツアーの受
け入れ）
○南信州観光連携プロジェクト会議による誘客（観光キャンペーン、広域マップの作成、物見湯産手形等）
○香港・台湾からのサイクリングツアー誘客と実施 ○貸切バスの新運賃・料金制度での影響調査
（課題）
○三遠南信地域との連携による周遊観光の実践 ○伊那路・木曽路周遊の具体化
○外国人観光客受入施設の拡大と受入体制の整備 ○二次交通の整備
○サイクリングツアー受け入れ体制づくり ○TOJを媒体とした情報発信による知名度向上

（現状）
○ＪＲ秘境駅号等イベントでの誘客
○観光協会食ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる「五平もち定食」スタンプラリー実施
○着地型プロジェクトによる商品の研究
（課題）
○観光協会プロジェクトの活性化
○観光に繋がる特産品、土産物の開発
○多様な産業が連携した着地型商品の開発
○観光誘客につながる物産展の研究
○首都圏をターゲットにした広報活動によるブランド力の向上

◆地域連携による観光誘客
○地域内連携による観光誘客
○二次交通の研究
○広域連携による観光誘客
○インバウンド支援の強化

◆多様な産業が連携した取り組み
○農業をはじめとした各産業が連携したプログラムの開 発充
実
○観光協会プロジェクト活動の支援

◆情報発信力の強化
○ホームページを始めとした観光情報発信ツールの充実
○誘客効果の高いパンフレットの開発とプロモーション活動強
化
○祭りやイベントを活用した情報発信
○広域連携による情報発信力の強化

(現状）
○大型観光地を持たず地域資源等を活かした観光スタイル「飯田型ツーリズム」を行っている
○新たな交通網の整備に対応した飯田市の観光の将来像を描く必要がある。

(課題）

○既存観光資源の分析（時期､年齢層､誘客ﾀｰｹﾞｯﾄ､収益効率）

◆新高速交通網時代を見据えた観光振興ﾋﾞｼﾞｮﾝと観光戦略の策定
○飯田型ツーリズムの検証
現行の地域文化、自然、生活、環境、コミュニ ティーを体

験、交流する観光スタイルを主とした飯田型ツーリズムの事業
内容を整理・検証し、今後に活かす観光資源や目指す観光
の将来像を研究
○三遠南信道開通に伴う広域連携観光の研究
○リニア開通に伴う観光戦略の研究

◆「おもてなし」の向上と観光拠点の活性化
○おもてなしの心の醸成と実践
○魅力ある案内人の活動実践
○各観光案内所の充実
○地域住民や観光事業者と連携した地域づくり型の観光推
進
○魅力的な観光商品の開発
○天龍峡百年再生プログラム・プロジェクトの推進

○飯田型ツーリズムの推進
・地域の観光資源の掘り起こし・磨き上げの研究
・飯田型ツーリズムの確立に向けた検討及び研究
・南信州エリアの周遊型の旅づくりの企画、販売及び実施
・山岳資源（南アルプスユネスコエコパーク・ジオパーク等）を活かしたエコ

ツーリズムの取り組み

<成果指標>

○開発された観光プログラム数（累計）

（H25）２２６ （H27）２４６ （H28）２５０

◆飯田市観光振興ビジョンの推進
○観光振興ビジョンに基づいた具体的な取り組み
・関係する各主体について方向性と役割を明確にしてビジョンを共有し、ロー

ドマップを作成する。
・既存の観光資源、観光情報、案内看板等の現状調査
・既存観光資源の分析と新たな観光資源の発掘に取り組む

○情報発信力の強化
・インターネット等を利用した観光宣伝・情報発信
・各種パンフレットやホームページへの多言語対応のため飯田国際交流推進

協会との連携。
・首都圏からの交流人口を増やすための情報発信の基盤づくり

<成果指標>
○飯田市内観光案内所問合わせ件数
（H25）71,750件 （H27）75,310件 （H28）78,600件

○既存の観光拠点エリア（まちなか・天龍峡・遠山郷）を中心とした地域主導 型
観光プログラムの商品化
○おもてなしの向上
・新しい旅行商品の開発に関する研修会等の実施

○天龍峡再生プログラムの推進
・「天龍峡再生プログラム・プロジェクト」に位置づけられた事業の取組み及び

支援
<成果指標>
○既存事業者の消費額（観光）飯田下伊那

(H25) １０８億円 (H27）１２２億円 (H28) １２９億円

○地域連携による観光誘客の推進
・サイクリングツアーを軸とし香港・台湾からの誘客によるインバウンド事業の推

進
・道の駅・ハイウェイ観光誘客のＰＲの実施
・自転車によるスポーツ観光の推進

○貸切バスの新運賃・料金制度での影響調査に基づく検討
・影響調査に基づく対応策の検討

○多様な産業による連携の推進
・プレミアム農産物等の販売展開による地域ブランド力の向上
・物語りのある魅力発信による「いいだのファンづくり」
・農業分野と連携した産地ツアーの拡充
・地域主導型プロジェクトによる観光プログラムの商品化
・リニアの開通を見据えた品川区との交流事業の推進で 首都圏における南

信州ブランドの認知度を向上させる事業 を展開
・産業親善大使による南信州のブランドのPR
・飯田観光協会の事業の活性化と行政や事業者との連携体制の構築

後期計画 2012年（H24)～2016年(H28) 現状と課題 2015への展開

（現状）
○昭和乙女の会、ご案内人制度、観光ガイドの会等により観光案内を充実飯田ファンづくりの取組
○文化的観光資源の活用が活性化 （まつり、獅子舞、街道歩き）
○桜観光での出店の試行、地域住民によるおもてなしの拡大（美術博物館、橋北、山本杵原、座光寺麻績）
（課題）
○ご案内人、ガイドの育成・増員
○おもてなしの向上による、重点とする観光拠点の活性化と 魅力度の向上
○観光拠点（天龍峡・まちなか・遠山郷）の周遊化 着地型商品の開発
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